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三原市土地開発公社を解散

三
原
市
土
地
開
発
公
社
を
解
散
し
、

清
算
が
完
了
し
ま
し
た

　
今
年
６
月
、
三
原
市
土
地
開
発
公
社
の
解
散
に
伴
う
清
算
が
完
了
し
ま
し
た
。

　
こ
こ
で
は
、
三
原
市
土
地
開
発
公
社
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
、
こ
れ
ま
で
に
ど

の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
き
た
の
か
、
ど
う
し
て
解
散
に
至
っ
た
の
か
、
な
ど
に

つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

　
三
原
市
土
地
開
発
公
社（
以
下
、「
公
社
」）

は
、
昭
和
49
年
７
月
に
、
市
が
全
額
出
資
し

て
設
立
し
た
法
人
で
す
。｢

公
有
地
の
拡
大

の
推
進
に
関
す
る
法
律｣

に
基
づ
き
、
公
共

事
業
用
の
土
地
の
取
得
や
住
宅
団
地
造
成
事

業
な
ど
を
行
な
っ
て
き
ま
し
た
。

　
公
社
を
設
立
し
た
当
時
は
、
土
地
の
価
格

が
右
肩
上
が
り
に
上
昇
し
て
い
ま
し
た
。
市

以
外
に
も
土
地
購
入
の
希
望
者
が
多
数
あ

り
、市
の
事
業
を
計
画
ど
お
り
進
め
る
た
め
、

ま
た
少
し
で
も
安
く
購
入
す
る
た
め
に
は
、

早
く
取
得
に
動
く
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。

　
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
市
よ
り
も
迅
速
に

土
地
を
購
入
で
き
る
公
社
を
設
立
し
ま
し
た
。

　
公
社
が
土
地
を
取
得
す
る
際
、
資
金
を
金

融
機
関
か
ら
借
り
入
れ
、
市
が
、
そ
の
債
務

を
保
証
し
ま
す
。

　
公
社
は
こ
れ
ま
で
に
、
三
原
バ
イ
パ
ス
建

設
事
業
や
街
路
事
業
、
公
園
整
備
事
業
な
ど

に
伴
う
土
地
の
取
得
、
住
宅
団
地
の
造
成
販

売
な
ど
を
行
な
っ
て
き
ま
し
た
。

　
近
年
、
土
地
の
価
格
は
著
し
く
下
落
し
、

公
共
事
業
も
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
公
社
の

役
割
が
希
薄
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
経
済
情
勢
の
変
化
や
市
中
心
部
へ

の
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設
な
ど
で
、
住
宅
団
地

が
販
売
不
振
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
傾
向
は
全
国
的
に
も
見
ら
れ

る
こ
と
か
ら
、
国
は
、
公
社
の
抜
本
的
な
改

革
に
早
期
に
取
り
組
む
よ
う
指
針
を
示
し
ま

し
た
。そ
の
支
援
策
と
し
て
、第
三
セ
ク
タ
ー

等
改
革
推
進
債（
以
下
、「
三
セ
ク
債
」）制
度

が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
公
社
の
解

散
な
ど
を
条
件
に
、
市
が
公
社
の
借
入
金
を

代
わ
り
に
支
払
う
こ
と
を
特
別
に
認
め
る
と

と
も
に
、
そ
の
支
払
い
利
息
の
半
分
を
国
が

負
担
す
る
と
い
う
も
の
で
、
そ
の
利
用
期
限

は
平
成
25
年
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
外
部
の
専
門
家
な
ど
で
構
成
し
、
公
社
の

あ
り
方
な
ど
を
検
討
す
る
委
員
会
か
ら
、
次

の
よ
う
な
提
言
が
あ
り
ま
し
た
。

▼
提
言
の
内
容

　
住
宅
団
地
の
販
売
不
振
に
よ
り
、
借
入
利

息
や
販
売
経
費
の
負
担
が
、
公
社
の
経
営
を

圧
迫
し
て
い
る
。

　
公
社
の
借
入
金
の
債
務
を
保
証
し
て
い
る

市
の
将
来
に
わ
た
る
財
政
負
担
の
軽
減
と
安

定
の
た
め
に
は
、
三
セ
ク
債
を
活
用
し
、
公

社
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

　
こ
の
提
言
と
三
セ
ク
債
の
利
用
期
限
を
考

慮
し
、
市
は
行
財
政
改
善
の
一
環
と
し
て
、

公
社
の
解
散
を
決
定
し
ま
し
た
。
平
成
22
年

３
月
、
公
社
の
解
散
に
関
連
す
る
議
案
に
つ

い
て
市
議
会
の
承
認
を
得
て
、
解
散
の
手
続

き
を
開
始
し
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、
今
年
２
月
、
県
知
事
か
ら
正
式

に
解
散
が
認
可
さ
れ
、
６
月
に
清
算
が
完
了

し
ま
し
た
。

　
⑴
所
有
地（
本
郷
町
原
市
沖
公
園
用
地・久
井

町
ク
イ
ン
ピ
ア
建
設
用
地・
久
井
町
公
営

住
宅
建
設
用
地
）

　
　
総
額
12
億
５
千
万
円
で
、
市
が
購
入
し

ま
し
た
。

⑵
住
宅
団
地（
三
原
西
部
住
宅
団
地・西
野
住

宅
団
地・本
郷
Ｊ
Ｔ
跡
地
住
宅
団
地
）

　
　
市
が
、
公
社
の
借
入
金
32
億
６
千
万
円

（
利
息
を
含
む
）を
三
セ
ク
債
で
支
払
う
代

わ
り
に
、
公
社
は
、
住
宅
団
地
を
時
価
評

価
額
15
億
９
千
万
円
で
市
に
引
き
渡
し
ま

し
た
。
不
足
す
る
16
億
７
千
万
円
に
つ
い

て
、
市
は
そ
の
権
利
を
放
棄
し
ま
し
た
。

　
　
な
お
、
引
き
継
い
だ
住
宅
団
地
は
、
全

面
的
に
分
譲
価
格
を
見
直
し
、
積
極
的
に

販
売
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。

　
※
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し

て
い
ま
す
。
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▲�三原バイパスをはじめとし、市の骨格となる都市基盤づ
くりに不可欠な土地の取得などを行なってきました

▲�価格を見直し販売をしている三原西部住宅
団地あやめヶ丘


